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証券コード 4615 
平成27年６月５日 

 
株 主 各 位 
 

兵庫県尼崎市南塚口町六丁目10番73号 

 

代表取締役社長 玉 村 隆 平 
 

第121回定時株主総会招集ご通知 
 

 拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第121回定時株主総会を下記により開催いたしますから、ご出席くださいます

ようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後５時15分までに

到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

1. 日     時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時 

2. 場     所 兵庫県尼崎市南塚口町六丁目10番73号 当社本店 

3. 会議の目的事項  

   報 告 事 項 1. 第121期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件 

 2. 第121期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで） 

計算書類報告の件 

   決 議 事 項  

    第１号議案 取締役８名選任の件 

    第２号議案 監査役４名選任の件 

    第３号議案 補欠監査役１名選任の件 

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申しあげます。 

◎ 株主総会参考書類及び添付書類に記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修

正後の事項を当社ホームページ（http://www.shintopaint.co.jp/）に掲載いたします

のでご了承ください。 
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(添付書類） 
 

事 業 報 告 (平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで ) 

 
1. 当社グループの現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安進行を背景に企業収益や雇用情勢に改善

傾向が見られたものの、昨年４月の消費税増税の反動による影響等により、国内需要が

伸び悩む状況で推移いたしました。 

当社グループにおきましては、こうした経済状況の中で新製品の開発による積極的な

販売活動及びアジア市場での海外事業のさらなる展開とともに、コスト競争力の一層の

向上を目指して取り組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度における売上高は241億８千３百万円（前年同期比2.2％減) 

となりました。損益面では、営業利益は９億２百万円（前年同期比20.1％増)、経常利益

は11億７百万円（前年同期比12.4％増)、当期純利益は６億９千７百万円（前年同期比

99.8％増）となりました。 

 

部門別の状況は次のとおりであります。 

 （塗料事業） 

アルミ電着塗料は、既存ユーザーの海外進出に伴う製品輸出や新色採用に向けた拡販

活動を実施いたしましたが、国内のアルミサッシ需要が消費税増税の駆け込み需要の反

動から住宅向けを中心に大幅に減少したため、売上高は減少いたしました。 

工業用電着塗料は、電機、住宅資材、鋼製家具などは消費税増税の駆け込み需要の反

動から減産状況が続きましたが、８月以降は建設資材や建設車輛機械など一部のユーザ

ーに回復傾向が見られました。更に下半期からは家電メーカーの海外向け輸出なども好

調に推移したため、売上高は前年並みとなりました。 

粉体塗料は、鋼製家具、配電盤、家電製品、建材等が好調に推移し、鋼製家具及び建

機での新規ユーザーの獲得並びに既存ユーザーのシェアアップにより、売上高は増加い

たしました。 

工業用塗料は、鋳鉄管・形鋼・工作機械は順調に推移しましたが、消費税増税の駆け

込み需要の反動で自動車部品と建材向けの落ち込みが大きかったことに加え、建設機

械・一般金属の一部に粉体塗料への仕様変更もあり、売上高は減少いたしました。 

建築塗料は、消費税増税の影響を受け、市況は大きく冷え込みました。下半期に入っ

ても需要の回復には至らず、特に戸建改修を中心にした物件が大きく影響を受けたため、

売上高は大幅に減少いたしました。 

防食塗料分野は、下半期に入り公共工事物件や民間工事物件の獲得でやや回復したも

のの、民間需要は依然低迷しており、上半期の不足分をカバーするまでには至らず、売

上高は減少いたしました。 
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道路施設用塗料は、段差修正材は前年並みでしたが、主力のカラー舗装材及びすべり

止め材が不調で、売上高は大幅に減少いたしました。 

軌道材料製品は、主力ユーザーの工事が終了したため出荷量が減少し、売上高は減少

いたしました。 

自動車用塗料分野は、主力ユーザー向けの出荷が好調を継続しましたが、インドネシ

ア向け輸出が不調で、売上高は前年並みとなりました。 

この結果、塗料事業の売上高は225億８百万円（前年同期比2.3％減）となったものの、

業務の効率化、合理化に努力するとともに、原材料価格の抑制や諸経費の削減などに注

力した結果、経常利益は10億８千７百万円（前年同期比10.1％増）となりました。 

 （化成品事業） 

受託生産している化成品の売上高は16億７千５百万円（前年同期比1.5％減)、経常利

益は２千万円（前連結会計年度は１百万円の経常損失）となりました。 

 

 (2) 設備投資の状況 

当連結会計年度は、主に生産設備の維持、更新及び環境・安全対策など総額４億３千

５百万円の設備投資を行いました。当連結会計年度に完成しました主要設備は、尼崎工

場・千葉工場の塗料生産に係る諸設備などであります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

当連結会計年度において、長期借入金30億円の資金調達を行いました。これは、生産

設備の維持更新の他、借入金の約定返済に伴う借換に必要な資金として調達したもので

あり、当連結会計年度末の借入金総額は前年度末に比べ、ほぼ同じ水準となりました。 

 

 (4) 重要な企業再編等の状況 

該当事項はありません。 

 

 (5) 対処すべき課題 

わが国経済の今後の見通しとしては、消費税増税の影響からは脱しつつあり、昨今の

原油価格の下落によるメリットも期待できますが、円安基調の中での輸入原材料価格の

上昇リスクもあり、先行き不透明感が払拭できない状況にあります。 

このような状況に対し、当社グループといたしましては、製品拡販に加え、不採算品

目の削減、諸経費の節減や全部門にわたる合理化・コストダウン、原材料購入価格の抑

制を引き続き徹底するとともに、新製品の開発、戦略的設備投資の選別実施などに、各

部門が一体となって取り組み、収益力強化に努めてまいります。 

また、中期経営基本計画に基づき、事業の選択と集中、従業員の意欲・能力の向上、

海外事業の推進、グループ連携の強化にも取り組んでまいります。 

更に、事業活動の全般における内部統制システム、コンプライアンスにつきましては、

引き続き、体制の整備拡充に注力し、グループ全体で遵守・徹底を図る所存です。 

株主の皆様におかれましては、今後ともご支援、ご協力を賜りますようよろしくお願

い申しあげます。 
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 (6) 直前三事業年度の財産及び損益の状況 
 

区      分 
第118期 

平成24年３月期
第119期 

平成25年３月期
第120期 

平成26年３月期
第121期(当期) 
平成27年３月期 

売 上 高 （百万円) 22,011 23,383 24,736 24,183 

経 常 利 益 （百万円) 973 1,518 986 1,107 

当 期 純 利 益 （百万円) 466 826 348 697 

１株当たり当期純利益（円) 15.04 26.68 11.26 22.50 

総 資 産 額 （百万円) 33,984 34,847 36,334 37,108 

純 資 産 額 （百万円) 13,513 14,368 14,736 15,967 

１株当たり純資産額（円) 425.02 450.29 459.47 496.20 

 

 (7) 主要な事業内容 
 

事  業 分 野 主  要  製  品 

塗 料 事 業 
工 業 用 塗 料 

自動車（新車）用塗料、建材用塗料、電気機械用塗料、
建設機械用塗料、金属製品用塗料等 

汎 用 塗 料 建築用塗料、防食用塗料、道路用塗料等 

化 成 品 事 業 ― 防疫薬剤、工業用殺菌剤等 

 

 (8) 主要な拠点等 
 

 本 社 兵庫県尼崎市 

当 社 営業所 東京営業所、名古屋営業所 

 工 場 尼崎工場、千葉工場 

株式会社 北海道シントー 本 社 北海道恵庭市 

株式会社 九 州シントー 本 社 福岡市博多区 

株式会社 早 神 本 社 大阪市北区 

株式会社 共 栄 商 会 本 社 大分県大分市 

シントーサービス株式会社 本 社 兵庫県尼崎市 

シントーファミリー株式会社 本 社 東京都豊島区 

ジャパンカーボライン株式会社 本 社 東京都江東区 
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 (9) 使用人の状況 
 

事 業 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

塗 料 事 業 375名 15名減 

化 成 品 事 業 7名 増減なし 

合 計 382名 15名減 
 

 (注) 使用人数は就業人員であります。 

 

 (10) 主要な借入先及び借入額 
 

借   入   先 借 入 額 (残 高) 

百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 192 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 192 
 
 

 (11) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

     該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 

株式会社 九 州シントー 50百万円 100.00％ 塗料などの販売 

株式会社 早 神 50 100.00 塗料などの販売 

シントーファミリー株式会社 50 100.00 家庭用塗料などの販売 

ジャパンカーボライン株式会社 100 50.00 重防食塗料などの販売 

 

 (12) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

    該当事項はありません。 
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2. 会社の株式に関する事項 

 (1) 発行可能株式総数 112,000,000株

 (2) 発行済株式総数 31,000,000株

 (3) 当期末株主数 2,461名

 (4) 大株主（上位10位まで） 
 

株 主 名 持株数 持株比率 

住 友 化 学 株 式 会 社 13,989 千株 45.15 ％ 

アクサルタ コーティングシステムズ 
ジャーマニー ゲー・エム・ベー・ハー

1,550 5.00  

神 東 塗 料 取 引 先 持 株 会 1,172 3.78  

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 830 2.68  

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 400 1.29  

楽 天 証 券 株 式 会 社 372 1.20  

阪 本 重 治 368 1.19  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 312 1.01  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 239 0.77  

住 友 商 事 ケ ミ カ ル 株 式 会 社 235 0.76  
 

(注) 持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する割合であります。 

 

3. 株式会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の氏名等 
 

氏   名 地位、担当及び重要な兼職の状況（平成27年３月31日現在） 
 玉 村 隆 平 代表取締役社長 
 徳 永 行 文 代表取締役常務取締役（営業本部長） 
 樫 田 雅 好 常務取締役（総務人事室・購買部・内部監査部担当） 
 光 原 俊 夫 取締役（生産本部長、品質保証環境安全部担当） 
 

黒 田 将 伸 
取締役 
(営業本部副本部長、西日本営業部長、営業企画管理室担当） 

※ 藤 基 法 秀 取締役（技術本部長、第３技術部長） 
※ 高 田 文 生 取締役（企画・経理室担当） 
 紙 谷 忠 幸 取締役（アクサルタコーティングシステムズ合同会社上席顧問） 
 石 田  博 常勤監査役 
 浅 野 省 三 監査役 
※ 大 森 明 彦 監査役 
※ 岩 崎  明 監査役 

(住友化学株式会社技術・経営企画室部長、広栄化学工業株式会
社監査役、日本メジフィジックス株式会社監査役、日本メタア
クリルモノマー有限会社監査役) 
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(注) 1. 取締役紙谷忠幸氏は、社外取締役であります。 
2. 社外取締役紙谷忠幸氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。 
3. 常勤監査役石田博及び監査役岩崎明の両氏は、社外監査役であります。 
4. 取締役及び監査役の異動 

(1) ※印の取締役及び監査役は、平成26年６月27日開催の第120回定時株主総会において、新たに選任され
就任いたしました。 

(2) 当期中に退任した取締役は、次のとおりであります（任期満了により平成26年６月27日退任)。 
代表取締役専務取締役  橋 本 純 夫 
常務取締役       波多野   健 

(3) 当期中に辞任した監査役は、次のとおりであります（平成26年６月27日辞任)。 
監 査 役       末 吉 康三郎 
監 査 役       町 田 研一郎 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 
 

区  分 支給人員 支 給 額 摘    要 

取 締 役 10名 151百万円 
うち社外役員４名 16百万円 

監 査 役 6名 30百万円 

合 計 16名 182百万円  
 

(注) 1. 上記には、平成26年６月27日開催の第120回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名、監査役
２名を含んでおります。 

2. 平成18年６月29日開催の第112回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額２億4,000万円以内、監査
役の報酬額を年額3,600万円以内とすることについてご承認いただいております。 

 

5. 社外役員に関する事項 
 (1) 他の法人等の業務執行取締役等の就任状況及び当事業年度における主な活動状況等 

社外取締役 紙谷忠幸氏 

同氏は、アクサルタコーティングシステムズ合同会社の上席顧問であります。 

なお、アクサルタコーティングシステムズ合同会社と当社の間には、特別の関係

はありません。 

当事業年度における主な活動状況といたしましては、当期に開催した取締役会12

回のうち８回に出席し、長年にわたりデュポン株式会社等の要職を務めた経歴を通

じて培った経験、見識からの視点に基づき、職務執行の監督及び重要な意思決定等

に際し必要な発言を適宜行っております。 

 

社外監査役 石田 博氏 

同氏は、当社の常勤監査役であります。 

当事業年度における主な活動状況といたしましては、当期に開催した取締役会12

回の全て、監査役会17回のうち16回に出席し、長年にわたり住友化学株式会社等の

要職を務めた経歴を通じて培った経験、見識からの視点に基づき、取締役会の意思

決定の妥当性及び適正性を確保するため、必要な発言を適宜行っております。 
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社外監査役 岩崎 明氏 

同氏は、住友化学株式会社の技術・経営企画室部長であります。また広栄化学工

業株式会社の社外監査役、日本メジフィジックス株式会社の社外監査役、日本メタ

アクリルモノマー有限会社の社外監査役に就任しております。なお、住友化学株式

会社は、当社株式の45.15％を所有する主要株主であります。 

なお、広栄化学工業株式会社、日本メジフィジックス株式会社及び日本メタアク

リルモノマー有限会社と当社との間には、特別の関係はありません。 

当事業年度における主な活動状況といたしましては、就任後、当期に開催した取

締役会10回の全て、監査役会10回の全てに出席し、長年にわたり住友化学株式会社

等の要職を務めた経歴を通じて培った経験、見識からの視点に基づき、取締役会の

意思決定の妥当性及び適正性を確保するため、必要な発言を適宜行っております。 

 

(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社は社外役員全員と会社法第427条第１項に定める責任限定契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額

であります。 

 

6. 会計監査人に関する事項 

(1) 名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

(2) 報酬等の額 

① 当事業年度に係る会計監査人に支払うべき報酬等の額 

33百万円 

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額 

36百万円 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額

を記載しております。 

 

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社監査役会は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

会計監査人の独立性及びその職務の遂行状況に鑑み、会計監査人が継続して職務を遂

行することに関して重大な疑義が生じた場合には、会社法第344条に定める手続きに従

い、会計監査人の解任又は不再任について株主総会に付議する方針です。 
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7. 業務の適正を確保するための体制 
当社は「内部統制システム整備の基本方針」につき、平成27年４月24日開催の取締

役会において一部改定を行い、以下のとおり決議いたしました。 

1. 基本的な考え方 

(1) 当社は、社会での存在意義や顧客に対する会社の基本的な姿勢を示すものと

して「企業理念」を、また、企業理念を実現するために従業員が実践すべきこ

とを「行動指針」として以下のとおり定め、これらに基づいて事業活動を行う

ものとする。 

 

〔企業理念〕 

神東塗料は、 

① 塗料事業を通じて社会の発展に貢献します。 

② 堅実と信用を第一に、お客様に信頼される会社であり続けます。 

③ 社員が愛着を持ち、より誇りの持てる会社を目指していきます。 

 

〔行動指針〕 

私達は、 

① 知識、技術、技能の更なる向上を目指します。 

② ルールとマナーを守り、迅速、誠実に仕事に取り組みます。 

③ 安全と心身の健康に留意し、高い目標に向かってチャレンジを続けます。 

 

(2) 当社グループは、業務の適正を確保するために必要な体制（以下「内部統制

システム」という）の整備を組織が健全に維持されるために必要なプロセスで

あり、かつ、事業目的達成のために積極的に活用すべきものであると認識し、

以下の「内部統制システム」を構築し、株主をはじめとするステークホルダー

の利益に適う経営を行っていくこととする。 

 

2. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、法令及び定款に基づき、会社の機関として、株主総会及び取締役の

ほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人をおく。 

② 取締役は、法令及び定款並びに株主総会の決議を遵守し、取締役が負うべき

善良な管理者としての注意を払う義務及び忠実にその職務を行う義務を負う。

取締役の任期は１年とし、経営環境の変化に迅速に対応する。取締役会は取締

役会で決定した「内部統制システム」に関する基本方針に従い、取締役が適切

に「内部統制システム」を構築し、それを運用しているかを監督する義務を負

う。 

③ 取締役は、財務報告の信頼性を確保するための「内部統制システム」を構築

し、その整備・運用状況を定期的、継続的に評価する体制を整備する。 

④ 取締役は、従業員が行う業務の適正、有効性を検証するため、内部監査部門

を設置する。さらに、監査役、会計監査人、内部監査部門等の監査による指摘

事項に対しては、被監査部門等において、一定期間内に適切な改善策をとるこ

ととする。   
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⑤ 取締役は、財務情報その他の会社情報を適切かつ適時に開示するために必要

な体制を整備する。 

 

3. 取締役の職務の執行にかかわる情報の保存及び管理に関する体制 

当社グループは、情報、文書（電磁的方法により記録したものを含む）の保存

期間、管理の方法は法令、社内規定に従い適切に行う。 

 

4. 当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制 

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、当社グループの事業の方針、事業

計画、経理・財務、研究・開発等に関する重要事項の決定並びに取締役の業務執

行の監督等を行う。また社長以下全取締役をメンバーとする経営会議を設け、具

体的な業務目標を定め、その進捗を管理する。 

 

5. 当社の使用人及びグループ会社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制 

① 当社グループは、｢企業理念」のもと、社会規範の遵守と倫理観の高揚に関す

る教育をするなど、従業員のコンプライアンス意識の徹底、健全な企業風土の

醸成に努める。 

② 当社は、コンプライアンスを統括する「コンプライアンス委員会」を設置し

て、当社グループのコンプライアンス体制を向上させる。 

③ 当社は、当社グループのコンプライアンス違反やそのおそれがある場合の通

報を受け付ける内部通報窓口を設置して、事態の迅速な把握と是正に努める。

当社は通報内容を秘守し、通報者に対して、不利な取扱いを受けないことを確

保できる体制を整備する。 

④ 当社は、主要なグループ会社に対し当社と同等のコンプライアンス体制を導

入するように求めるとともに、グループ会社の内部監査体制の構築、維持、改

善を図る。 

 

6. 当社及びグループ会社のリスク管理に関する規定その他の体制 

① 当社グループは、リスク管理に関する意識の浸透、リスクの早期発見・顕在

化の未然防止及び緊急事態発生時対応等を定めた規定を整備する。 

② 当社は、当社グループのリスクを統括する「リスク管理委員会」を設置して

リスクマネジメントに関する計画の立案・実行を推進する。 

 

7. 当社及びグループ会社の事業運営、並びにグループ会社の取締役等の職務の執

行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社は、グループ会社に対して、事業の方針、事業計画、その他事業上の重要

事項について報告を求めるとともに、当社グループの運営や経営戦略に関し、相

互理解を深め、共有化に努める。 
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8. 当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
監査役からその補助者を置くことを求められた場合には、取締役からの独立

性の問題も含め十分意見交換を行い、監査役の監査が実効的に行われるよう対
処する。 

 
(2) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制 
① 当社の取締役及び従業員、並びにグループ会社の取締役、監査役、従業員

は、法令に基づく事項の他、当社の監査役が求める事項について、適宜、当
社の監査役へ報告を行う。 

② 当社の取締役は、内部監査部署の実施する内部監査の計画、内部監査実施
の経過及びその結果について、監査役へ報告を行う。 

③ 当社は、当社の取締役及び従業員、並びにグループ会社の取締役、監査役、
従業員が当社の監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを
確保できる体制を整備する。 

 
(3) 監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項 

当社の監査役の職務の執行について生じる費用は、監査役の職務の執行に必
要なものを確保する体制を整備する。 

 
(4) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、会
社を取り巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況等について意見を交換し、
相互認識を深める。 

② 当社は、当社の監査役が、グループ会社の監査役その他の監査担当者との
情報交換に努め、連携して当社グループの監査の実効性を確保できる体制の
整備に努める。 

 
9. 反社会的勢力排除に向けた体制 

当社グループは、市民社会の秩序や安全及び企業の健全な活動に脅威を与える
反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するなど適
切な対応をとる。 

 
8. 会社の支配に関する基本方針 

該当事項はありません。 
 

9. 剰余金の配当等に関する取締役会に与えられた権限の行使に関する方針 
当社では、経営上重要な施策の一つである、株主の皆様への剰余金の配当につきま

しては、業績、配当性向並びに今後の事業展開に必要な内部留保の水準等を総合的に
勘案することを基本としております。 

内部留保金の使途につきましては、今後の事業展開への備え及び財務体質の強化等、
有効に活用する所存であります。 

当期につきましては、上記の基本方針に則り、１株につき５円の配当を実施するこ
ととしております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 (平成27年３月31日現在) 
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

千円 千円 
 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 ・ 製 品 

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

借 地 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 

貸 倒 引 当 金 

(37,108,075) 

12,868,788 

2,285,469 

2,987,695 

4,942,618 

1,864,541 

543,267 

41,490 

127,443 

89,990 

5,601 

△ 19,328 

24,239,286 

19,535,325 

2,125,810 

277,638 

842,766 

23,022 

300,317 

15,961,309 

4,459 

298,178 

166,531 

18,426 

100,516 

12,705 

4,405,782 

2,546,738 

1,311,393 

64,061 

399,920 

108,217 

△ 24,548 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

長 期 預 り 金

退職給付に係る負債

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他 固 定 負 債

 

（純 資 産 の 部） 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

少数株主持分 

 
(21,140,368) 

12,491,110 

1,826,053 

5,310,326 

4,278,100 

497,320 

234,199 

63,833 

39,442 

225,167 

12,000 

4,667 

8,649,257 

2,528,600 

536,077 

1,258,421 

4,135,106 

191,052 

 

(15,967,707) 

7,398,326 

2,255,000 

585,223 

4,560,933 

△ 2,831 

7,975,684 

107,032 

7,704,733 

130,692 

33,226 

593,696 

資 産 合 計 37,108,075 負債及び純資産合計 37,108,075 
  



〆≠●0 
02_0295101102706.docx 
神東塗料㈱様 招集 2015/05/22 19:45:00印刷 2/20 

― 13 ― 

連 結 損 益 計 算 書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 
科        目 金       額 

千円 千円 

売 上 高  24,183,826 

売 上 原 価  19,443,577 

売 上 総 利 益  4,740,249 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,838,150 

営 業 利 益  902,099 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 17,902  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 165,498  

雑 収 益 48,796 232,197 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 20,111  

雑 損 失 6,322 26,434 

経 常 利 益  1,107,862 

特 別 利 益   

持 分 変 動 利 益 121,708 121,708 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 2,436 2,436 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,227,134 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 387,071  

法 人 税 等 調 整 額 33,312 420,384 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益  806,750 

少 数 株 主 利 益  109,608 

当 期 純 利 益  697,142 
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連結株主資本等変動計算書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 

項  目 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

 千円 千円 千円 千円 千円 

平成26年４月１日残高 2,255,000 585,223 4,018,482 △ 2,557 6,856,148 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

232  232 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

2,255,000 585,223 4,018,715 △ 2,557 6,856,381 

(連結会計年度中の変動額)   

剰 余 金 の 配 当 △154,923  △154,923 

当 期 純 利 益 697,142  697,142 

自己株式の取得 △  274 △  274 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 542,218 △  274 541,944 

平成27年３月31日残高 2,255,000 585,223 4,560,933 △ 2,831 7,398,326 

 

 
 

項  目 

その他の包括利益累計額 
少数株主 
持  分 

純資産合計 その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

平成26年４月１日残高 64,358 7,282,783 62,522 △ 29,366 7,380,298 500,011 14,736,459 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

  232 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

64,358 7,282,783 62,522 △ 29,366 7,380,298 500,011 14,736,692 

(連結会計年度中の変動額)    

剰 余 金 の 配 当   △154,923 

当 期 純 利 益   697,142 

自己株式の取得   △  274 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

42,673 421,949 68,170 62,592 595,385 93,684 689,070 

連結会計年度中の変動額合計 42,673 421,949 68,170 62,592 595,385 93,684 1,231,015 

平成27年３月31日残高 107,032 7,704,733 130,692 33,226 7,975,684 593,696 15,967,707 
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連 結 注 記 表 
 

＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞ 
1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
連 結 子 会 社 の 数 …… ７社 
主要な連結子会社の名称 …… ジャパンカーボライン㈱、㈱九州シントー、 

シントーファミリー㈱ 
前連結会計年度まで連結子会社でありましたPT. Shinto Paint Indonesia及び神

之東塗料貿易（上海）有限公司は第三者割当増資に伴う持分比率減少により関連会
社となったため、連結の範囲から除外し持分法の適用範囲に含めることとしており
ます。 

(2) 非連結子会社の名称等 
非 連 結 子 会 社 の 名 称 …… PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia 
連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ためであります。 

2. 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 …… ５社 

主 要 な 会 社 等 の 名 称 …… 神東アクサルタコーテイングシステムズ㈱等 
(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 …… 

 SHINTO-WELBEST MANUFACTURING，INC. 
当該会社は連結当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法適用範囲から除外しております。 
(3) 持分法の範囲の変更 

PT. Shinto Paint Indonesia及び神之東塗料貿易（上海）は第三者割当増資に伴う
持分減少により関連会社となったため、持分法適用の範囲に含めております。 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項 
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近

の事業年度に係る計算書類を使用しております。 
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 
4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
① 棚卸資産の評価基準及び評価方法：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
② 有価証券の評価基準及び評価方法  

そ の 他 有 価 証 券  
 時 価 の あ る も の：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（なお、

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

 時 価 の な い も の：移動平均法による原価法 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産：定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

② 無 形 固 定 資 産：定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(3) 重 要 な 引 当 金 計 上 基 準  

① 貸 倒 引 当 金：売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設

定しており、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

② 賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連

結会計年度分に対応する支給見込額を計上してお

ります。 

③ 役 員 賞 与 引 当 金：役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結

会計年度分に対応する支給見込額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法  

① 退職給付見込額の期間帰属方法：退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異、過去勤務費用及び

会計基準変更時差異の費用処理方法

：会計基準変更時差異（1,670,484千円）について

は、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

については、税効果を調整の上、純資産の部にお

けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。 
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 (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消 費 税 等 の 会 計 処 理：消費税及び地方消費税の会計処理については、税

抜方式によっております。 

(会計方針の変更) 

｢退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職

給付会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を当連結

会計年度末より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定方式へ変更、割引率の決定方法を割

引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取

扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。なお、この変更による連結

計算書類に与える影響額は軽微であります。 

 
＜連結貸借対照表に関する注記＞ 

1. 担保に供している資産及び担保付債務 

(1) 担保資産 

（財団抵当） 

土 地 12,862,045千円

建 物 ・ 構 築 物 66,369千円

機 械 装 置 45千円

（不動産抵当） 

土 地 2,185,132千円

建 物 528,979千円

計 15,642,572千円

 

(2) 担保債務 

長 期 借 入 金 618,500千円

(１年以内の返済予定額 

515,500千円を含む)

計 618,500千円

(上記のうち工場財団分) 383,500千円

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 24,496,095千円

  



〆≠●0 
02_0295101102706.docx 
神東塗料㈱様 招集 2015/05/22 19:45:00印刷 7/20 

― 18 ― 

3. 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

PT．Shinto Paint Indonesia 70,900千円

（590千USドル)

4. 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改正）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該再評価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除

した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

(1) 再評価の方法 

｢土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条

第４号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基

づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。 

(2) 再 評 価 を 行 っ た 年 月 日：平成12年３月31日 

(3) 再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差

額 

 △ 7,616,058千円

 

＜追加情報＞ 

法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

｢所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成

27年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.64％から、回収又は支払が見

込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.10％、平成28年

４月１日以降のものについては32.34％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が49,696千円

減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が56,914千円、その他有価証券評

価差額金が5,597千円、退職給付に係る調整累計額が1,620千円それぞれ増加しておりま

す。 

なお、再評価に係る繰延税金負債は421,949千円減少しております。 
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＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞ 

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関

する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

発行済株式 普通株式(株) 31,000,000 ― ― 31,000,000 

自己株式  普通株式(株) 15,242 1,285 ― 16,527 

 

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 

決  議 
株式の 
種 類 

配当金の総額 
(千円) 

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成26年５月14日 
取 締 役 会 

普通 
株式 

154,923 5.00 
平成26年 
３月31日 

平成26年 
６月９日 

 

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
 

決  議 
株式の 
種 類 

配当の
原 資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成27月５月14日 
取 締 役 会 

普通 
株式 

利 益
剰余金

154,917 5.00 
平成27年 
３月31日 

平成27年 
６月８日 

 

＜金融商品に関する注記＞ 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関か

らの借入により資金を調達しております。 

(2) 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について

は四半期ごとに時価の把握を行っております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円) 
 

 
連結貸借対照表
計 上 額(※)

時  価(※) 差  額 

(1) 現金及び預金 2,285,469 2,285,469 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 7,930,313 7,930,313 ― 

(3) 投資有価証券 
  その他有価証券 

 
402,973 

 
402,973 

 
― 

(4) 支払手形及び買掛金 (7,136,380) (7,136,380) ― 

(5) 短期借入金 (1,570,000) (1,570,000) ― 

(6) 長期借入金 (5,236,700) (5,236,010) 689 
 

(※) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 
(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

(3) 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

(6) 長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は時価を反映しているとみなして、
時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額（2,143,765千円)）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを
見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(3) 投資有価証券 その
他有価証券」には含めておりません。 

(注3) 長期借入金には１年以内の返済予定額2,708,100千円が含まれております。 

 

＜１株当たり情報に関する注記＞ 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 496円20銭

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 22円50銭

 

＜重要な後発事象に関する注記＞ 

該当する事項はありません。 



〆≠●0 
02_0295101102706.docx 
神東塗料㈱様 招集 2015/05/22 19:45:00印刷 10/20 

― 21 ― 

貸 借 対 照 表 (平成27年３月31日現在) 
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

千円 千円 
 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 ・ 製 品 

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

借 地 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 

貸 倒 引 当 金 

(33,344,429) 

10,042,719 

672,025 

2,203,397 

4,737,128 

1,652,717 

530,996 

35,007 

103,122 

109,885 

4,839 

△  6,400 

23,301,710 

19,464,669 

2,098,650 

276,864 

842,306 

19,651 

288,428 

15,934,309 

4,459 

288,585 

166,531 

12,397 

96,952 

12,705 

3,548,454 

532,795 

1,132,589 

65,000 

1,350,182 

47,537 

424,086 

54,363 

△  58,100 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

長 期 預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他 固 定 負 債

 

（純 資 産 の 部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

 
(19,624,483) 

11,155,388 

1,419,571 

4,723,277 

4,158,100 

443,000 

136,728 

50,766 

31,933 

180,000 

12,000 

9 

8,469,094 

2,528,600 

461,461 

1,241,394 

4,135,106 

102,533 

 

(13,719,946) 

5,949,554 

2,255,000 

585,223 

585,223 

3,112,162 

3,112,162 

3,112,162 

△  2,831 

7,770,391 

65,658 

7,704,733 

資 産 合 計 33,344,429 負債及び純資産合計 33,344,429 
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損 益 計 算 書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 
科        目 金       額 

千円 千円 

売 上 高  17,636,489 

売 上 原 価  14,577,553 

売 上 総 利 益  3,058,935 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,674,214 

営 業 利 益  384,721 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 169,041  

雑 収 益 41,573 210,615 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 19,435  

雑 損 失 4,304 23,740 

経 常 利 益  571,596 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 2,384 2,384 

税 引 前 当 期 純 利 益  569,212 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 188,000  

法 人 税 等 調 整 額 7,427 195,427 

当 期 純 利 益  373,784 
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株主資本等変動計算書  (平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで)
 

項  目 

株   主   資   本 

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

 千円 千円 千円 千円 千円 

平成26年４月１日残高 2,255,000 585,223 2,893,068 △ 2,557 5,730,735 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

232  232 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

2,255,000 585,223 2,893,301 △ 2,557 5,730,968 

(事業年度中の変動額)   

剰 余 金 の 配 当 △154,923  △154,923 

当 期 純 利 益 373,784  373,784 

自己株式の取得 △  274 △  274 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 

  

事業年度中の変動額合計 ― ― 218,860 △  274 218,586 

平成27年３月31日残高 2,255,000 585,223 3,112,162 △ 2,831 5,949,554 

 

 
 

項  目 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価 
差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

 千円 千円 千円 千円 

平成26年４月１日残高 48,267 7,282,783 7,331,050 13,061,786 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

232 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

48,267 7,282,783 7,331,050 13,062,019 

(事業年度中の変動額)  

剰 余 金 の 配 当 △154,923 

当 期 純 利 益 373,784 

自己株式の取得 △  274 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 

17,391 421,949 439,340 439,340 

事業年度中の変動額合計 17,391 421,949 439,340 657,927 

平成27年３月31日残高 65,658 7,704,733 7,770,391 13,719,946 
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個 別 注 記 表 
 

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞ 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法  

① 子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法 
② そ の 他 有 価 証 券  

時 価 の あ る も の：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（なお、
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

時 価 の な い も の：移動平均法による原価法 
2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有 形 固 定 資 産：定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2) 無 形 固 定 資 産：定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。 

3. 引当金の計上基準 
(1) 貸 倒 引 当 金：売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設

定しており、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。 

(2) 賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業
年度分に対応する支給見込額を計上しております。 

(3) 役 員 賞 与 引 当 金：役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年
度分に対応する支給見込額を計上しております。 

(4) 退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しており
ます。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。 
会計基準変更時差異（1,647,437千円）について
は、15年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度
より費用処理しております。 
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
(1) 消 費 税 等 の 処 理 方 法：消費税及び地方消費税の会計処理については、税

抜方式によっております。 
(2) 退 職 給 付 に 係 る 処 理 方 法 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識

過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未処理額
の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれ
らの会計処理の方法と異なっております。 

(会計方針の変更) 
｢退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職
給付会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を当事業
年度末より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額
の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定方式へ変更、割引率の決定方法を割引率
決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とす
る方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加
重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取
扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の
変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。なお、この変更による計算書類
に与える影響額は軽微であります。 

 
＜貸借対照表に関する注記＞ 
1. 担保に供している資産及び担保付債務 

(1) 担保資産 
（財団抵当） 

土 地 12,862,045千円
建 物 ・ 構 築 物 66,369千円
機 械 装 置 45千円

（不動産抵当） 
土 地 2,185,132千円
建 物 528,979千円

計 15,642,572千円

(2) 担保債務 
長 期 借 入 金 618,500千円
(１年以内の返済予定額
515,500千円を含む)

計 618,500千円
(上記のうち工場財団分) 383,500千円

 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 24,357,392千円
3. 保証債務 
  他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

PT.Shinto Paint Indonesia 70,900千円
 （590千USドル)

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短 期 金 銭 債 権 1,489,166千円
長 期 金 銭 債 権 1,350,000千円
短 期 金 銭 債 務 58,675千円
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5. 事業用土地の再評価 
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改正）に基づき、事業用
の土地の再評価を行い、当該再評価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除
した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

(1) 再評価の方法 
｢土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条

第４号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基
づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。 

(2) 再 評 価 を 行 っ た 年 月 日：平成12年３月31日 
(3) 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △ 7,616,058千円
 

＜損益計算書に関する注記＞ 
関係会社との取引高 

売 上 高 4,545,690千円
仕 入 高 244,042千円
営業取引以外の取引による取引高 76,563千円

 
＜株主資本等変動計算書に関する注記＞ 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 
 

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式(株) 15,242 1,285 ― 16,527 

 
＜税効果会計に関する注記＞ 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
貸 倒 引 当 金 19,616千円
退 職 給 付 引 当 金 402,057千円
合併受入資産評価差額 52,083千円
そ の 他 150,526千円
繰 延 税 金 資 産 小 計 624,283千円
評 価 性 引 当 額 △ 65,691千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 558,592千円

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 31,383千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 31,383千円
繰延税金資産の純額 527,208千円

 
＜追加情報＞ 

法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
｢所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成

27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.64％から、回収又は支払が見込まれる
期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.10％、平成28年４月１日
以降のものについては32.34％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が48,285千円
減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が51,487千円、その他有価証券評価差
額金が3,202千円それぞれ増加しております。 

なお、再評価に係る繰延税金負債は421,949千円減少しております。 
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＜関連当事者との取引に関する注記＞ 
1. 子会社及び関連会社等 

 

属 性 
会社等の 
名  称 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

  ％ 千円  千円 

子会社 

㈱九州シン
トー 

所有 
直接 
 100.00 

販売業務援
助契約 

塗料の販売 745,630 売掛金 348,780 

PT. Shinto 
Paint  
Manufactur
ing  
Indonesia 

所有 
直接 
 99.86 
間接 
 0.14 

資金の援助
(注２) 
資金の貸付 

810,000
長期貸
付金 

1,310,000 

関連会社 

神東アクサ
ルタコーテ
イングシス
テムズ㈱ 

所有 
直接 
 50.00 

製造受託契
約の締結 

自動車用塗料
製品の販売 

2,549,766 売掛金 494,362 

技術援助契
約の締結 

技術料の受取 53,315 売掛金 10,839 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

営業取引は一般的取引条件と同様に決定しております。 
 

(注１) 記載項目のうち、取引金額については消費税等を控除した金額を表示し、債権債務勘定の期末残高につ
いては、消費税等を含めた金額を表示しております。 

(注２) PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesiaに対する資金援助の貸付については、市場金利を勘案して
利率を合理的に決定しており、融資期間は１年間としております。 

 

2. 兄弟会社等 
 

属 性 
会社等の 
名  称 

議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額 科 目 期末残高 

  ％ 千円  千円 

その他の
関係会社
の子会社 

住化エンバイロ 
メンタルサイエ
ンス㈱ 

なし 
製造受託契
約の締結 

化成品等の
製品販売 

1,676,526 売掛金 571,774 

原材料の
仕入 

1,432,942 買掛金 490,169 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

営業取引は一般的取引条件と同様に決定しております。 
 

(注) 記載項目のうち、取引金額については消費税等を控除した金額を表示し、債権債務勘定の期末残高につい
ては、消費税等を含めた金額を表示しております。 

 
＜１株当たり情報に関する注記＞ 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 442円82銭
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 12円06銭

 
＜重要な後発事象に関する注記＞ 

該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月14日 
神東塗料株式会社 

 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あずさ監査法人 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中 尾 正 孝  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 谷 口 誓 一  ㊞ 

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、神東塗料株式会社の平成26
年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。 

 
連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 

 
監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、神東塗料株式会社及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

 
以 上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月14日 
神東塗料株式会社 

 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あずさ監査法人 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中 尾 正 孝  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 谷 口 誓 一  ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、神東塗料株式会社の
平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第121期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附
属明細書について監査を行った。 

 
計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。 

 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠
を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 

 
監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第121期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告書に記載されている取締役の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、並びにその他株式

会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則に定める体制

の整備に関しては、取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制 

(内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務

報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人から、当該内部統制の評

価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項) 

を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま

した。 
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2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役会決議の内容は相

当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執

行、システムの運用状況についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 
 

平成 27 年５月 14 日 
 

神東塗料株式会社 監査役会 
 

常勤監査役（社外監査役）  石 田   博 ㊞ 
 

監 査 役          浅 野 省 三 ㊞ 
 

監 査 役          大 森 明 彦 ㊞ 
 

監 査 役（社外監査役）   岩 崎   明 ㊞ 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

第１号議案 取締役８名選任の件 

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

８名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は次のとおりであります。 
 

ふ り が な 
氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社 

株 式 の 数 

1 

たま  むら  りゅう  へい 

玉 村 隆 平 

（昭和26年10月19日生） 

昭和50年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会

社）入社 

平成18年６月 同 執行役員 

平成21年４月 同 常務執行役員 

平成23年４月 当社顧問 

平成23年６月 同 代表取締役専務取締役 

平成24年６月 同 代表取締役社長       現在に至る

11,000 株 

2 

とく  なが  ゆき  ふみ 

徳 永 行 文 

(昭和25年２月25日生) 

昭和47年４月 当社入社 

平成11年４月 同 一般塗料本部技術部長 

平成15年６月 同 理事、一般塗料本部技術部長 

平成18年６月 同 理事、汎用塗料事業本部西日本営業部長 

平成22年４月 同 理事、営業本部副本部長、西日本営業部長

平成22年６月 同 取締役、営業本部副本部長、西日本営業部

長 

平成25年６月 同 取締役、営業本部副本部長、東日本営業部

長 

平成26年６月 同 代表取締役常務取締役、営業本部長 

                       現在に至る

9,000 株 

3 

かし  だ  まさ  よし 

樫 田 雅 好 

(昭和27年２月17日生) 

昭和50年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会

社）入社 

平成10年10月 同 三沢工場総務部長 

平成14年11月 住化武田農薬株式会社事務従事 

平成19年６月 株式会社日本グリーンアンドガーデン社長 

平成23年７月 住友化学株式会社 三沢工場副工場長 

平成24年４月 当社 総務人事室（総務・人事）部長 

平成24年６月 同 取締役、総務人事室部長、購買部担当 

平成26年６月 同 常務取締役、総務人事室・購買部・内部監

査部担当            現在に至る

5,000 株 
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ふ り が な 
氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社 

株 式 の 数 

4 

みつ  はら  とし  お 

光 原 俊 夫 

(昭和28年12月29日生) 

昭和51年４月 当社入社 

平成15年12月 同 生産本部尼崎工場長 

平成19年６月 同 生産本部副本部長、尼崎工場長 

平成20年６月 同 理事、生産本部副本部長、尼崎工場長 

平成21年６月 同 理事、研究開発本部副本部長兼務 

平成22年４月 同 理事、生産本部長、尼崎工場長 

平成23年６月 同 取締役、技術本部長、生産本部長、尼崎工

場長、品質環境部担当 

平成24年12月 同 取締役、技術本部長、生産本部長、尼崎工

場長、品質保証環境安全部担当 

平成25年６月 同 取締役、技術本部長、生産本部長、品質保

証環境安全部担当 

平成26年６月 同 取締役、生産本部長、品質保証環境安全部

担当              現在に至る

4,000 株 

5 

くろ  だ  まさ  のぶ 

黒 田 将 伸 

(昭和31年11月21日生) 

昭和54年４月 当社入社 

平成18年６月 同 ＩＵ事業本部ＩＵ名古屋営業部長 

平成19年１月 同 ＩＵ事業本部電着塗料事業部副事業部長 

平成19年６月 同 ＩＵ事業本部電着塗料事業部長 

平成22年４月 同 営業本部営業企画管理室（営業戦略）部

長、東日本営業部第１グループ長 

平成22年６月 同 理事、営業本部副本部長、東日本営業部長

平成25年６月 同 取締役、営業本部副本部長、西日本営業部

長、海外事業推進室担当 

平成26年６月 同 取締役、営業本部副本部長、西日本営業部

長、営業企画管理室担当     現在に至る

10,000 株 

6 

ふじ  もと  のり  ひで 

藤 基 法 秀 

(昭和31年５月３日生) 

昭和55年４月 当社入社 

平成22年４月 同 技術本部第２技術部長 

平成22年６月 同 理事、技術本部第２技術部長 

平成26年６月 同 取締役、技術本部長、第３技術部長 

                       現在に至る

21,493 株 

7 

たか  だ  ふみ  お 

高 田 文 生 

(昭和33年３月21日生) 

昭和56年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会社

入社） 

平成20年９月 同 技術・経営企画室部長 

平成24年３月 田岡化学工業株式会社出向 

平成25年４月 デュポン神東・オートモティブ・システムズ株

式会社（現 神東アクサルタコーティングシス

テムズ株式会社）出向 

平成25年６月 当社理事 

平成26年４月 同 理事、海外事業推進室部長 

平成26年６月 同 取締役、企画・経理室担当  現在に至る

3,000 株 
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ふ り が な 
氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社 

株 式 の 数 

8 

かみ  や  ただ  ゆき 

紙 谷 忠 幸 

(昭和29年１月24日生) 

昭和53年11月 デュポンファーイースト（現 デュポン株式会

社）日本支社入社 

平成14年５月 デュポン株式会社高機能塗料事業部長 

平成19年２月 同 自動車補修用塗料事業リージョナルディレ

クター 

平成21年12月 同 常務執行役員 

平成22年６月 当社取締役           現在に至る

平成24年９月 デュポンパフォーマンスコーティングス合同会

社（現 アクサルタコーティングシステムズ合

同会社）社長 

平成26年７月 アクサルタコーティングシステムズ合同会社上

席顧問             現在に至る

 

(重要な兼職の状況) 

  アクサルタコーティングシステムズ合同会社上席顧問 

0 株 

 
(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

2. 紙谷忠幸氏は社外取締役候補者であり、また、東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者であります。 

3. 紙谷忠幸氏を社外取締役候補者とした理由は、上記「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載の

とおり、長年にわたりデュポン株式会社等の要職にあり、その経歴を通じて培った経験、見識からの視点

に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためであります。なお、同氏の当社社外取締役としての在

任期間は５年であります。 

4. 紙谷忠幸氏は、現在当社の社外取締役であり、当社は同氏との間で会社法第427条第１項に定める責任限

定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任

限度額であります。紙谷忠幸氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の上記責任限定契約を継続す

る方針であります。 
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 第２号議案 監査役４名選任の件 

監査役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役

４名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は次のとおりであります。 
 

ふ り が な 
氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当社 

株 式 の 数 

1 

ささ  べ  のぶ  ゆき 

※笹 部 信 幸 

(昭和27年12月21日生) 

昭和50年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会

社）入社 

平成16年10月 同 医薬原体事業部部長 

平成17年４月 同 化成品事業部部長 

平成18年６月 同 化成品事業部長 

平成23年10月 田岡化学工業株式会社出向    現在に至る

0 株 

2 

おお  もり  あき  ひこ 

大 森 明 彦 

(昭和27年８月15日生) 

昭和50年４月 当社入社 

平成19年３月 同 汎用塗料事業本部技術部長 

平成21年６月 同 理事、汎用塗料事業本部技術部長 

平成22年４月 同 理事、技術本部第３技術部長 

平成25年９月 同 技術本部第３技術部長 

平成26年６月 同 監査役           現在に至る

7,091 株 

3 

いの  うえ   いずみ 

※井 上   泉 

(昭和25年７月28日生) 

昭和44年４月 当社入社 

平成21年４月 同 生産本部千葉工場長     現在に至る
4,000 株 

4 

いわ  さき   あきら 

岩 崎   明 

(昭和39年12月18日生) 

昭和62年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会

社）入社 

平成24年８月 同 石油化学業務室部長 

平成25年４月 同 技術・経営企画室部長 

平成26年６月 当社監査役           現在に至る

平成27年４月 住友化学株式会社 技術・経営企画室部長兼ア

ジア事業室部長         現在に至る

0 株 

 
(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

2. ※印は、新任の監査役候補者であります。 

3. 笹部信幸、岩崎明の両氏は社外監査役候補者であります。 

4. 笹部信幸氏を社外監査役候補者とした理由は、上記「略歴、地位及び重要な兼職の状況」に記載のとおり、

長年にわたり住友化学株式会社等の要職にあり、その経歴を通じて培った、経験、見識からの視点に基づ

く経営の監督とチェック機能を期待したためであります。 

5. 岩崎明氏を社外監査役候補者とした理由は、上記「略歴、地位及び重要な兼職の状況」に記載のとおり、

長年にわたり住友化学株式会社の要職にあり、その経歴を通じて培った、経験、見識からの視点に基づく

経営の監督とチェック機能を期待したためであります。なお、同氏の当社社外監査役としての在任期間は

１年であります。 

6. 本議案が原案どおり承認可決された場合には、当社は笹部信幸氏との間で会社法第427条第１項に定める

責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第425条第１項に規定

する最低責任限度額とする予定であります。 

7. 岩崎明氏は、現在当社の社外監査役であり、当社は同氏との間で会社法第427条第１項に定める責任限定

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任限

度額であります。岩崎明氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の上記責任限定契約を継続する方

針であります。 
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件 

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。 

なお、選任の効力につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役

会の決議により、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。 

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

補欠監査役候補者は次のとおりであります。 
 

ふ り が な 
氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当社 

株 式 の 数 

あお  き  かつ しげ 

青 木 勝 重 

(昭和36年４月12日生) 

昭和61年４月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会

社）入社 

平成13年11月 同 経理室主席部員 

平成15年７月 同 技術・経営企画室主席部員 

平成23年２月 同 技術・経営企画室担当部長 

平成24年３月 同 内部統制・監査部長     現在に至る

0 株 

 
(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

2. 青木勝重氏は補欠の社外監査役候補者であります。 

3. 青木勝重氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、上記「略歴、地位及び重要な兼職の状況」に記載の

とおり、長年にわたり住友化学株式会社の要職にあり、その経歴を通じて培った経験、見識からの視点に

基づく経営の監督とチェック機能を期待したためであります。 

4. 青木勝重氏が社外監査役に就任した場合には、同氏との間で会社法第427条第１項に定める責任限定契約

を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任

限度額とする予定であります。 

以 上 
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<ＭＥＭＯ> 
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<ＭＥＭＯ> 
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<ＭＥＭＯ> 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場 尼崎市南塚口町六丁目10番73号 
   当社本店（厚生館 ４階会議室) 
   電話（06）6426－3355 

 
 

最寄駅 阪急神戸線「塚口駅」より南へ徒歩約15分 




